
地域未来戦略及び
エッセンシャルサービス産業政策について

２０２６年７月２８日

北海道経済産業局 企画調査課
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１．地域未来戦略について
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地域未来戦略の全体像
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地域未来戦略における３つの類型



半導体・AI、GX・洋上風力、宇宙、食･観光の4分野で、産業クラスター形成を目指し、インフラ整備、人材確保･育成、
規制緩和等と一体となった投資促進を行う。
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北海道の戦略産業クラスター計画の素案
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２．エッセンシャルサービス（ES）
産業政策について
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 人手不足は労働集約的な産業で先鋭化、特にES産業では深刻な状況。市場原理の下で民間事業者が供給を担う分野
では、採算性が採れなければ撤退を余儀なくされるため、政策対応を講じる必要がある。

 人々の生活に不可欠なESは経済全体の基盤であるため、供給不足により地域産業の担い手が流出することで、地域
の産業資本は機能不全となり、投資・立地促進が妨げられるおそれがあるなど、マクロ経済への影響も大きい。

■ES供給主体による整理 ■ES供給不足による実質GDPへの影響額

2040年将来見通しにおける実質GDP750兆円を達成す
るための重要な成⾧ドライバーであり、その供給不足は
これを約16兆円～最大約76兆円押し下げるおそれ。

ES産業政策の背景



 人口減少下のESの収益構造は、需給両面から損益分岐点を越え続けることが難しい環境。
【供給面】供給主体の不足、【需要面】需要密度の縮小（→コスト上昇による事業性低下、経営力の脆弱化）

 設備投資・デジタル化や共同調達によるコスト低減等により損益分岐点を下げることで、需要減少下においても中⾧
期的に持続可能な事業実施が可能となる。
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採算性維持に向けた効率化の方法
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認定制度（生活維持物品役務需要減等事業適応計画）
 事業者によるES供給事業の持続性確保に資する事業運営の効率化に取り組む事業計画の認定制度を創設し、公共的
意義を制度的に位置づけて社会的認知を向上させるとともに、認定事業者に対し、資金供給の円滑化のための金融支
援等を措置。あわせて、エッセンシャルサービス供給事業者の伴走支援を行う支援機関の認定制度を創設。













１．土木技術に関する諸問題の相談などの支援
【 技術相談窓口 https://chouseikan.ceri.go.jp/suishin/soudan/ 】

寒地土木研究所では、相談内容に関連する各種技術資料等の情報提供を行ったり、
必要に応じて現地に関係チーム等を派遣し、現地調査を実施し対策についてのアドバ
イスなどを行っており、様々な問題の解決に貢献しています。
令和７年度には、道内市町村から19件の技術相談がありました。

【技術相談の事例】
・市町村道橋梁の損傷について
・河川におけるアイスジャム予測プログラムについて
・田んぼダムの効果評価について
・ナマコ漁業のより効果的な方法について
・無電柱化整備における景観舗装について

寒地土木研究所では、地方公共団体への技術支援 を行っています。

・「土木技術のホームドクター」宣言 （平成22年6月）
【 ホームドクター https://www.ceri.go.jp/research/cooperation.html 】

⇒ 研究成果等を生かし、道内地方公共団体の技術相談、技術指導などの活動を積極的に行う

２．土木技術者の技術力向上などの支援

寒地土木研究所では、全道各地においてまたはWeb配信で土木技術に関する研修
会・講習会を行っており、現場の問題解決や技術者育成に貢献しています。

また、芽室町と函館市への講師派遣など地方自治体が主催する講習会等への講師
派遣や、旭川市での雪対策審議会への参画など各種技術検討委員会への派遣など
にも対応しています。

道路陥没における技術指導①

【発生初期の状況】

道路陥没における技術指導②

【開削による大規模空洞の確認状況】

国立研究開発法人 土木研究所 寒地土木研究所



３．災害時における技術指導などの支援

令和6年1月に能登半島地震が発生し、各地で道路施設などが被災し、土砂災害、
宅地被害も発生。

寒地土木研究所では、MAFF – SAT（農林水産省・サポート・アドバイス・チーム）と連
携し、被災した農業集落排水施設の被災状況調査及び調査結果のとりまとめや、農
業用管水路の被災状況調査、応急復旧工事などの対応を実施。

【農業集落排水施設の調査】 【被災施設の調査】

技 術 相 談 窓 口（総 合 窓 口）

《 寒地技術推進室 》

mail : gijutusoudan@ceri.go.jp

電 話: 011-590-4050

※電話の受付時間は、９時から1６時まで（土日祝祭日･年末年始を除く）

※関係するチームがわかる方はこちらの専門窓口からもお問い合わせできます。

◇技術相談（専門窓口）

寒地構造チーム 011-841-1698 寒地交通チーム 011-841-1738

雪氷チーム 011-841-1746

寒地道路保全チーム 011-841-1747

資源保全チーム 011-841-1754

水利基盤チーム 011-841-1764

寒地機械技術チーム 011-590-4051

地域景観チーム 011-590-4044

耐寒材料チーム 011-841-1719

寒地地盤チーム 011-841-1709

防災地質チーム 011-841-1775

寒地河川チーム 011-841-1639

水環境保全チーム 011-841-1696

寒冷沿岸域チーム 011-841-1684

水産土木チーム 011-841-1695

技術相談窓口
アクセス先二次元コード

【復旧工事の状況】



番
号

チ－ム名
番
号

チ－ム名

1 寒地構造 40 寒地地盤

2 寒地地盤 41 寒地地盤

3 寒地地盤 42 寒地河川

4 寒地地盤 43 水環境保全

5 寒地地盤 44 水環境保全

6 寒地地盤 45 寒冷沿岸域

7 寒地地盤 46 雪氷

8 寒地地盤 47 資源保全

9 寒地地盤 48 資源保全

10 防災地質 49 資源保全

11 耐寒材料 50 資源保全

12 耐寒材料 51 水利基盤

13 耐寒材料 52 水利基盤

14
寒地道路保
全

53 水利基盤

15 寒地河川 54 寒地機械技術

16 寒地河川

17 寒地河川

18 水産土木

19 寒地交通

20 寒地交通

21 寒地交通

22 寒地交通

23 雪氷

24 雪氷

25 雪氷

26 雪氷

27 水利基盤

28 水利基盤

29 水利基盤

30 地域景観

31 地域景観

32 地域景観

33 地域景観

34 地域景観

35 地域景観

36 地域景観

37 寒地機械技術

38 寒地機械技術

39 寒地機械技術
郊外部における電線類地中化の新たなスピードアップ工法（トレンチャー工
法）

景観検討にどう取り組むか－景観予測・評価の手順と手法－

除雪機械オペレータ支援アプリ「スマートアラート」

寒地農業用水路における超高耐久性断面修復・表面被覆技術

路側式道路案内標識の提案

積雪寒冷地の道路緑化指針

道路景観デザインブックとチェックリスト

積雪寒冷地の道路施設の色彩検討の手引き

「道の駅」の整備に関するポイントブックシリーズ

ラウンドアバウト中央島のランドスケープ設計に関するポイントブック

メンブランパッチを用いたＲＧＢ色相による潤滑油診断技術

高盛土・広幅員に対応した新型防雪柵

吹雪時の視程推定技術と情報提供

道路吹雪対策マニュアル

寒地農業用水路の補修におけるFRPM板ライニング工法

寒地農業用水路の補修・補強に資する水路更生工法

暴風雪・大雪の評価技術資料

冬期路面管理支援システム

大型車対応ランブルストリップス

AIS3（凍結防止剤散布支援システム）

AI画像認識を用いた路面雪氷推定システム

結氷河川における合理的な管理・防災に関する技術

ナマコのゆりかご（ナマコの中間育成礁）

３Ｄ浸水ハザードマップ作成技術

農業水利施設管理者のための災害対応計画策定技術

堤防決壊時に行う緊急対策工事の効率化に向けた検討資料

電流情報診断によるコラム形水中ポンプの状態監視

樋門操作の省力化・効率化に資する樋門監視システム

コンクリート構造物の補修対策施工マニュアル 2022年版

農地土壌の作物生産性を考慮した区画整備

コンクリート構造物における表面含浸材の適用手法

アメダスデータを用いた農業用ダム流域の積雪水量の推定方法

機能性SMA（舗装体及びアスファルト混合物）

農林地流域からの流出土砂量観測方法

施工性と安全性に優れた切土のり面の凍上対策(ワンパック断熱ふとんか
ご)

バイオガスプラント運転シミュレーションプログラム

写真計測技術を活用した斜面点検手法

酸性硫酸塩土壌の簡易判定法

超音波によるコンクリートの
凍害劣化点検技術（表面走査法）

肥培かんがい施設の泡の流出を防止しよう

オオイタドリの生育を効果的に抑制するシートとその接続方法

河川工作物評価（魚介類対象）のためのバイオテレメトリー調査技術すき取り物および表土ブロック移植による盛土のり面の緑化工

海岸護岸における防波フェンスの波力算定法泥炭性軟弱地盤対策工マニュアル

不良土対策マニュアル 斜風対応型吹き払い柵

衝撃加速度試験装置を用いた盛土および石灰・セメント改良盛土の品質管
理技術

グラウンドアンカー工および地山補強土工の凍上対策技術

積雪寒冷地における冬期土工の手引き

山地河道における濁度計観測
砕石とジオテキスタイルを用いた低コスト地盤改良技術（グラベル基礎補強
工法）

技 術 名 称 技 術 名 称

令和8年度 寒地土木研究所 普及技術

透明折板素材を用いた越波防止柵
砕石とセメントを用いた高強度地盤改良技術（グラベルセメントコンパクショ
ンパイル工法）

開発技術の紹介ページ

アクセス先 二次元コード

開発技術に関するお問い合

わせ（メールフォーム）も、「開

発技術の紹介」ページの最下

部にあります。



３Ｄ浸水ハザードマップ作成技術

土地勘がないと理解するのに時間を要する。

視覚的に浸水リスクを実感できない。

外国人の方（居住者、旅行者）には理解困難。

作成費用がそれなりにかかる。

避難所情報が更新されるたびに、マップを作成
し直すことが費用の面から難しい。

マップを配布しただけでは避難しない住民の方
も多く、防災講座の開催等の様々な工夫が必要

■ 従来のハザードマップの課題

知りたい場所の想定される浸水深を、周辺の
建物との比較により、直感的に把握できる！

旅行者や外国人にもわかりやすい!（Google
Earthを用いているため、外国語表記も可能)
寒地河川チームHPからダウンロードできる
マップの作成ソフトやマニュアルと、
Google Earthを利用すれば無料で作成可能！
避難所情報の変更に伴うマップの更新作業が
容易で、役場職員の直営対応が可能！

学校や町内会等での防災教育にも活用可能！

研究背景
• 近年、｢想定外｣や｢経験したことが無い｣と呼ばれる水害
が増加傾向にあります。しかし、ハザードマップの内容
まで理解している住民は多くない状況にあります。
• そこで、想定される浸水深を直観的に把握できるようにする
ため、Google EarthやGoogle Street Viewを活用した｢理解し
やすく利用しやすいハザードマップ｣を提案します。

スマホ＋ GPS ＋ Google Earth

■ 3D浸水ハザードマップのメリット

国立研究開発法人 土木研究所 寒地土木研究所 寒地水圏研究グループ 寒地河川チーム
〒062-8602 札幌市豊平区平岸１条3-1-34

TEL 011-841-1639 FAX 011-820-4246 WEBサイトURL: https://river.ceri.go.jp/newpage/

表示例（左図） マニュアル・ソフト
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寒地機械技術チーム

検寒地機械国立研究開発法人 土木研究所 寒地土木研究所 寒地機械技術チーム
TEL:011-590-4049 http://kikai.ceri.go.jp/

「除雪機械オペレータ支援アプリ」について

背景と目的

アプリの概要

除雪時に障害となり得るマン
ホール

・アプリはAndroid専用（Ver.7.0以降）です。ストア等には公開しておらず、入手希望者に個別にアプリデー
タを無償で提供しています。
・アプリ画面には地図が表示され、地図内に登録されたマンホール等の道路付属物の位置が表示されます。
「警告」ボタンを押すと運用が開始され、中心部に除雪車の現在位置及び道路付属物との設定警告距離が
赤色同心円で表示されます。
・除雪車と道路付属物の距離が設定値に達すると、スマートフォンはアラートを発信します。アラートは、画面点
灯、バイブレーション、テキスト読み上げ、警告音を組み合わせて選択することができます。また、アラートは、除
雪車が道路付属物に近づくレベルに応じ、最大5段階の警告パターンが設定可能です。
・アプリはスマートフォンにインストール後、すぐに使用が可能ですが、事前に道路付属物の登録作業が必要で
す。
・道路付属物は段差、グレーチング等などが用意されていますが、任意の種類を設定することや、アイコンを写
真等に変更することが可能です

導入事例
・R5年度に実際の除雪施工で使用され、1年目のオペレータからは「安心感があり非常に良い」という意見を頂きました。また、除雪施工担当者からは、アプリは
事故安全対策として有効であり、オペレータの熟練度に関わらず、導入を進めたいとの意見を頂きました。
・これまで、除雪業者や発注者など51件の配布を行いました（2024年12月時点、再配布含まず）。また、青森市の除排雪事業実施計画では、アプリの活
用が記載されました。

お問合せ先

「道路付属物位置情報提供アプリ」
国立研究開発法人土木研究所
寒地土木研究所 寒地機械技術チーム

E-mail：kanchikikai@ceri.go.jp
TEL ：011-590-4049※Andoroid専用ver.7.0以降

※アプリはストア等には公開して
いません。ご連絡頂いた方に無償
で提供致します。

・除雪作業では車両運転と除雪ブレード等の作業装置を同時に操作する必要があり、オペレータは卓越した操作技量により、こ
れらを同時かつ的確に操作しています。
・ただし、道路上には凸状となったマンホールや橋梁ジョイントなど、除雪時に障害となる道路付属物が散在しています。路線を知
り尽くした熟練オペレータは、積雪下の隠れた道路付属物も適切に回避して除雪を行っています。
・一方、一般道の除雪は、一般車両、歩行者が通行する中で行われ、周囲に十分、注意を払いながら作業を行う必要がある
ため、現在、国道の除雪施工はオペレータと助手の二人体制を基本としています。
・近年、オペレータの高齢化が顕著となっており、熟練オペレータが引退、減少しています。また、将来的には労働者人口の減少
が予想されており、オペレータのみで除雪を行う、ワンマン乗車が求められます。
・ワンマン乗車では、これまで助手が主に行っていた周辺安全確認もオペレータが担わなければならないため、道路付属物回避を
失念してしまうことや、逆に周辺安全確認がおろそかになることが懸念されます。
・そこで、低コストで導入が容易な除雪車のオペレータ操作支援技術としてマンホール、橋梁ジョイント等の道路付属物の位置を
除雪車オペレータに音声ガイダンス等で伝えるスマートフォン用の道路付属物位置情報提供アプリ（以下「アプリ」という）を開
発しました。

ー道路付属物位置情報提供アプリー

歩道除雪車での使用状況

（株）玉川組提供（株）玉川組提供

工区毎、除雪機械機種毎
に用意されたスマートフォン

除雪トラックでの使用状況

（株）玉川組提供

アプリ画面の一例



ナマコのゆりかご（ナマコの中間育成礁） *特許番号 第7298829号

国立研究開発法人 土木研究所 寒地土木研究所 寒地水圏研究グループ 水産土木チーム
〒062-8602 札幌市豊平区平岸１条3-1-34
TEL 011-841-1695 FAX 011-842-9169 WEBサイトURL: https://suisan.ceri.go.jp/

2007年 2,835t

2020年
1,768t

北海道におけるナマコ漁獲量・漁獲金額の推移（1990-2020）

技術開発の成果 ・新たな食害生物の発見と影響の定量的な把握

・餌料増大効果等の対策技術の効果検証 ・中間育成礁の製品化

上: オオヨツハモガニ
下：ケブカヒメヨコバサミ

一
日
当
た
り
の
捕
食
数
(個
体
数
)

食害生物（Ａ・Ｂ）と胃内容物から
検出されたナマコの骨片（Ｃ・Ｄ） 食害生物による稚ナマコ捕食速度（左）と捕食の様子（右）

2 10 10

4 18 24

0%

20%

40%

60%

80%
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Stn.A Stn.B Stn.C

食害生物の胃内容物中の
骨片検出頻度（数字は個体数）

骨片有り骨片無し

【Case1-福島漁港(放流半年後の比較)】
●対策無し 〇対策有り

生残率 59% 100% ↗
総重量 268g 462g (1.7倍)↗
【Case2-古平漁港(放流9ヶ月後の比較)】

●対策無し 〇対策有り
生残率 15% 97% ↗
総重量 138g 239g (1.7倍)↗

漁港水域活用の新しい形
【放流種苗】 【礁内で育った種苗】

新たな中間育成礁（ナマコのゆりかご）の主な効果

✓食害生物侵入防止 ✓餌料増大効果
✓嵩上げによる
埋没リスク低減

NO MORE 埋没・・・

ナマコのゆりかご

高い生残率と優れた成長環境

研究背景
• 2013年にIUCN(国際自然保護連合)によって
マナマコ(Apostichopus japonicus)は絶滅危惧種
に登録
•日本国内でも資源枯渇が危惧され、近年、
北海道における漁獲量はピーク時の約6割程度
まで減少
•人工種苗放流が実施されているものの期待
されている放流効果が得られていない

そこで、放流後の生残や成長を大幅に高める
ことを可能にする中間育成礁「ナマコのゆりかご」
を開発
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２０４０年に向けた医療課題

大都市

地方都市

○地域の人口：横ばい
○高齢者人口：増
○在宅医療需要：増
○外来医療需要：横ばい

小規模自治体

2040年頃に向けて、医療・介護の複合ニーズ等を抱える85歳以上の増加、生産年
齢人口の急減による人材確保の制約、地域差の拡大が想定される。

医療需要

○地域の人口：減
○高齢者人口：増
○在宅医療需要：増
○外来医療需要：減

○地域の人口：減
○高齢者人口：減
○在宅医療需要：増 ～減
○外来医療需要：減

○一部の地域で増
○多くは０～30％程度減

○ 増加する高齢者救急・在宅
医療の受け皿の整備 等

○０～40％程度減
医療需要

医療需要

生産年齢人口

課題

生産年齢人口

○ 支え手の減少に対応できる
提供体制の構築等

課題

○ 10～50％程度程度減
生産年齢人口

○ 地域の実情に応じた必要な
医療機能の維持等

高
齢
人
口
の
変
化
率

生産年齢人口の変化率

＜地域ごとの課題＞
（2025年→2040年の年齢区分別人口の変化の状況）

課題
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新たな地域医療構想（ポイント）

全ての地域・世代の患者が、適切に医療・介護を受けながら生活できるよう、

入院医療だけではなく、外来医療・在宅医療、介護との連携、人材確保等を含めた

地域の医療提供体制全体の課題解決を図る地域医療構想へ

⇒ 地域の実情に応じて、｢治す医療｣を担う医療機関と｢治し支える医療｣を担う

医療機関の役割分担を明確化し、医療機関の連携・再編・集約化を推進。

＜今後のスケジュール＞

～令和9年度上半期頃 現状・課題の把握、区域設定
～令和10年度末 取組の決定（急性期拠点機能含めた医療機関の決定）
～令和17年度 ロジックモデル等を活用しつつ2040年を見据えて一定の成果を確保

急性期拠点機能

• 構想区域ごとに、人口２０万～３０万
に１つを目安に確保

• 手術等の急性期医療を集約して提供

• 地域の人口や医療需要等を踏まえた
病床のダウンサイジング

在宅医療等連携機能

• 地域での在宅医療の提供

• 他の医療機関や介護施設、訪問看護、
訪問介護等と連携した２４時間の対応
や入院対応を実施
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Ａ地区
（中心部）

2040年問題に対応したまちづくり（イメージ）

Ｃ地区
Ｄ地区

Ｅ地区

商店

【対応案】
①在宅医療等連携機能病院に、総合診療医を複数配
置し、在宅での看取り、がん患者、認知症患者、
小児医療などに対応。

②巡回診療、訪問診療、オンライン診療等により、
総合診療医が地域にアウトリーチ。

③医療介護連携ネットワーク、地域交通を整備。

④専門診療は、急性期拠点機能病院の専門医が対応。

⑤地域で住み続けるための「小規模・共生ホーム」
を各地区に整備。

急性期拠点
機能病院

介護拠点（小規模・
共生ホーム等）

オンライン診療拠点

地域交通

Ｂ地区

在宅医療等
連携機能病院

○△町役場
オンライン

外来
オンライン

入院・外来

外来＋訪問

専門医 総合診療医Ｘ

総合診療医Ｙ

オンライン

「点で支える医療」から「面で支える医療」へ

医療介護連携
ネットワーク

オンライン

オンライン

介護拠点（小規模・
共生ホーム等）

オンライン診療拠点
介護拠点（小規模・
共生ホーム等）

オンライン診療拠点

介護拠点（小規模・
共生ホーム等）

オンライン診療拠点

介護拠点（小規模・
共生ホーム等）

地
区
巡
回
診
療
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調査の目的

人口減少が進行する小規模自治体においては、2040年から2050年頃にかけて85歳以上人口も減少に転じ、医療・

介護ニーズの低下が見込まれる一方で、医療・介護サービスがなくなれば、地域の人口減少に拍車をかけるとともに、住

み慣れた地域で住み続けたいという住民の希望に対応できなくなることが危惧される状況にある。

このような状況を踏まえ、本調査研究では、医療・介護サービス（特に入所施設を中心）の再生・維持のための提供体制

を再構築する手法を検討し、自治体及び関係機関とともに活用できるよう報告書を取りまとめる。

厚生労働省 令和８年度老人保健健康増進等事業

「北海道小規模自治体における地域特性を踏まえた医療・介護サービスの維持・確保の手法に関する調査研究」

実施主体

一般社団法人 北海道総合研究調査会（略称 HIT)

人口1万人未満の小規模自治体における医療・介護

サービスの提供体制の現状及び課題認識を把握するた

め、アンケート調査を実施いたします。

対象自治体におかれましては、本事業の趣旨をご理解

いただき、ご協力賜りますようお願いいたします。

設問数 10問程度

実施時期 令和8年8月～9月（予定）

実施内容

１ 医療受療・介護受給の将来推計

２ 自治体アンケート調査
（首長向け/介護保険担当者向け）

３ 医療機関アンケート調査

４ モデル自治体における手法の検討

５ 市町村セミナーの開催 など
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経済産業省
支援メニューガイドブック

２０２６年７月１６日現在
経済産業省北海道経済産業局

中小企業・小規模事業者
・中堅企業 向け

1

抜粋版



2

支援メニューガイドブック 目次

お悩み 支援メニュー 頁

新製品・新サービス開発や、新市場・高付加価値
事業への進出、海外市場開拓をしたい

新事業進出・ものづくり商業
サービス補助金 5

生産性向上を実現するITツールを導入したい デジタル化・AI導入支援事業 6

省力化を実現する設備投資をしたい 省力化投資補助金 7

販路開拓に取り組みたい 小規模事業者持続化補助金 8

大規模な設備投資をしたい 大規模成⾧投資補助金 9

大胆な設備投資をしたい 成⾧加速化補助金 10

研究開発とともにその成果を事業化したい Go-Tech事業 11

事業承継を契機に設備投資をしたい 事業承継・M&A補助金 12

海外の新市場で事業展開したい グローバルサウス未来志向型共
創等事業費補助金 13

省エネ効果の高い設備に更新したい 省エネ・非化石転換補助金 14

停電対応型の天然ガス利用設備を導入したい 天然ガス利用設備による強靭
性向上対策事業費補助金 15

特許取得にかかる費用を軽減したい 特許料等の減免制度 16

知的財産の外国出願にかかる費用を軽減したい 海外出願支援事業 17

燃料タンク(LPガスバルク等、石油製品タンク等)
等を設置したい

災害時に備えた社会的重要イ
ンフラへの自衛的な燃料備蓄
の推進事業費補助金

18

SS等の災害対応能力や経営力を強化したい SSネットワーク維持・強化支援
事業費補助金 19

■経費への補助
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お悩み 支援メニュー 頁

経営課題について専門家に相談したい よろず支援拠点 26

収益力改善・経営改善について専門家に相
談したい 中小企業活性化協議会 27

事業承継について専門家に相談したい 事業承継・引継ぎ支援センター 28

省エネ・再エネについて専門家に相談したい 省エネ最適化診断 29

省エネについて専門家に相談したい 省エネ診断 30

知的財産について専門家に相談したい 知財総合支援窓口 31

技術情報管理について専門家に相談したい 技術情報管理認証制度に係る専
門家派遣事業 32

まちづくりについて専門家に相談したい 中心市街地・商店街等診断・サ
ポート事業 33

農林水産物・食品の輸出について専門家に
相談したい

日本の食輸出１万者支援プログラ
ム 34

お悩み 支援メニュー 頁

取引慣行の順守により企業価値を向上したい パートナーシップ構築宣言 35

DXにより企業価値を向上したい DX認定制度・DX Selection 36

防災・減災対策により企業価値を向上したい 事業継続力強化計画 37

技術情報管理により企業価値を向上したい 技術情報管理認証制度（TICS） 38

従業員の健康保持・増進により企業価値を
向上したい 健康経営優良法人認定制度 39

■相談への対応

■取組の認定・認証

支援メニューガイドブック 目次

お悩み 支援メニュー 頁

賃上げに取り組む際の負担を軽減したい 賃上げ促進税制 20

設備投資に伴う負担を軽減したい

大胆な投資促進税制 21

地域未来投資促進税制 22

経営強化税制 23

先端設備等導入計画に係る固定
資産税の特例 24

M&Aに伴う負担を軽減したい 事業再編投資損失準備金 25

■税負担等の軽減



「省力化を実現する設備投資をしたい」

省力化投資補助金

4

売上拡大や生産性向上を後押しするため、人手不足に悩む中小企業等に対
して省力化投資を支援します。

カタログ注文型 一般型

要件 汎用製品を「製品カタログ」から選
択・導入

個別の現場設備や事業内容等に合
わせた設備導入・システム構築等の
多様な省力化投資を促進

補助上限
※

従業員数
5人以下:
500万円（750万円）

６～20人:
750万円（1000万円）

21人以上:
1000万円(1500万円）

従業員数
5人以下:
750万円（1,000万円)

6～20人:
1,500万円(2,000万円)

21～50人:
3,000万円(4,000万円)

51～100人:
5,000万円(6,500万円)

101人以上:
8,000万円（1億円）

補助率 1/2以下

中小:1/2
小規模:2/3
※最低賃金引上げ特例の場合、中
小企業の補助率を2/3に引上げ

対象経費

補助金事務局HPで公表された「製
品カタログ」に掲載された省力化製
品の導入費

※製品カタログ
https://shoryokuka.smrj.go.j
p/catalog/product_catalog/

機械装置・システム構築費（必
須）、技術導入費、専門家経費、
運搬費、クラウドサービス利用費、外
注費、知的財産権等関連経費

公募期間 随時受付中 2026年6月5日（金）
～2026年7月31日（金）

問合せ先 中小企業省力化投資補助事業事務局
https://shoryokuka.smrj.go.jp

※大幅な賃上げを行う場合、括弧内の額に補助上限を引き上げ

【当局担当課室】 経営支援課
TEL:011-709-2311（内線2577） E-mail:bzl-hokkaido-keieishien@meti.go.jp
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本資料全体に関するお問合せ

北海道経済産業局 総務企画部企画調査課

TEL:011-709-2311（内線2520）

※本資料の最新版はこちらからダウンロードできます。
https://www.hkd.meti.go.jp/hoksr/guidebook/index.htm

※当局HPには本資料に掲載している事業以外の公募情報も掲載しております。
https://www.hkd.meti.go.jp/information/koubo/index.htm



北海道環境局での重点的な取組み

令和８年７月
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「自然災害は待ってくれない」 ― まず動ける 即動計画 から

策定率向上に向けた重点

1 自然災害は
待ってくれない

策定途中でも、発災時に最低
限必要な事項を先行整備

３ 受援体制の構築

国・道・市町村・民間支援を
受け入れる体制を整理

２ 基本事項の決定

庁内体制、発生量推計、
仮置場選定を優先整理

4 計画基本事項作成
・発災直後に動ける要点（即動
計画）を先行作成
・今後、段階的に本計画へ拡充

今年度の主な事業 北海道ブロック協議会＋４エリア分科会（道南／道央／道北／道東）

基礎知識の研修
・研修会開催
・未策定市町村担当者を対象

伴走支援
未策定市町村を対象に計画骨子案
の作成を伴走支援

計画ひな型の改定
近年災害の知見・協議会成果を
反映して北海道版を改定

実践的訓練
図上演習：支援要請・初動対応実
動訓練：一次仮置場

災害廃棄物処理計画の策定支援 北海道環境局の取組

北海道内市町村の策定状況

56.4%
策定済 101市町村 / 179市町村

未策定 78市町村 ← 重点支援対象

未策定 → 即動 → 本計画 へ｜段階的拡充ロードマップ

STEP 1 STEP 2

基礎研修／実践訓練

STEP 3

計画全体策定
計画完成

STEP 4
１００％

策定率達成
研修・人材育成 計画基本事項

作成
通称：即動計画

全国の策定状況
策定済 1,566市町村 / 1,741市町村

89.9%
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＜法律の目的＞
効率的な再資源化の実施、再資源化の生産性の向上等による温室効果ガスの排出の量の削減の効果が高
い資源循環の促進を図るため、再資源化のための廃棄物の収集、運搬又は処分の事業の過程の高度化を促
進するための措置等を講ずることにより、環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする
＜特に重要な施策＞
再資源化事業等の高度化に関して国が一括して認定を行う制度を創設し、生活環境の保全に支障がないよ
う措置を講じさせた上で、廃棄物処理法の廃棄物処分業の許可等の各種許可の手続の特例の設定

再資源化事業等高度化法の概要
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高度な資源循環の取組についての認定に向けて

北海道環境局では、関係各省と連携し、高度な資源循環の取組に対す
る認定制度を活用し、北海道での循環型経済を推進します

再資源化事業者製造事業者

製造事業者と再資源化事業者の情報把握
情報把握 アドバイス等

認定申請のアドバイス
等

製造側の要求に応じた再生材供給ができる高度な資源循環の取組を国が直接認定

北海道における循環型経済の発展を目指す
北海道内で認定事業者の増加
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③政策支援②財政支援①技術支援

北海道環境局 クマ被害対策ロードマップ「推進体制」（イメージ）

＜ロードマップ3つの指標※の実現＞

市町村対策の強化

環境省北海道環境局 連携強化 北海道

「関係省庁連絡会議」
（環境局、農政事務所、森林管理局、開発局、運輸局）

※クマ被害対策ロードマップ：2030年度までのクマ被害対策に関する目標を設定
１. 恒常的生息域の自治体において緊急的な対応体制が確保される
（自治体の緊急時の体制の確保率：100％）

2.推定個体数、捕獲目標数が明確化され、適正個体数に向けた捕獲、管理が進展する
（各個体群における推定個体数・捕獲目標数の明確化率：100％（北海道ヒグマ管理計画で目標設定済）

3.恒常生息域の自治体においてゾーニング管理計画が策定され、計画に基づく管理が有効となる
（自治体のゾーニング管理計画策定率：100%）

３つの支援
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①技術支援
環境局クマ対策官が北海道庁と協力して地域ニーズを把握し、優良事例の水平展開、対策
に関する計画策定の支援、交付金活用方法の助言など、きめ細やかに伴走支援する。

②財政支援
交付金を効果的に活用したクマ対策パッケージ（個体数管理、出没防止、人材育成等）の
推進。

③政策支援
①②の実施状況をもとに、地域ニーズに沿った政策を環境本省と連携して検討。

〇さらに、
・国立公園や国指定鳥獣保護区をはじめとした環境省所管地においてヒグマやエゾシカのモ
ニタリングを進め、生息状況の把握を強化。

・関係省庁、地方自治体、国立公園事業者、山岳・アウトドア事業者等を対象に研修会を開
催し、「正しく知って正しくおそれる」クマ対策の情報提供。

「３つの支援」のポイント
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北海道環境局の地域脱炭素の取組

・自治体の伴走支援
自治体の気候変動対策に関する
計画づくりの支援
事業推進の伴走支援

（補助金紹介、交付金執行等）

地方創生

地域資源（再エ
ネ）による経済
活性化、雇用

災害時も
安心

再エネ＋蓄電池で、
停電しない地域

快適な
暮らし

電力料金の節約、
暮らしの質の向上
（断熱など）

脱炭素で地域課題を同時解決

気候変動対策と同時に脱炭素をツールとして地域課題の解決を目指す

・事業者の脱炭素取組支援
困りごとを持つ自治体とソリューションを持つ企業がマッチングできる機会を提供
自家消費型太陽光の経済的メリット等を解説する普及啓発セミナーを開催

・金融機関・大学との連携
ESG金融を地域レベルで広げるために
信用金庫向け勉強会を開催
大学と連携により環境金融の講義
やセミナーを行いGX人材の育成を
推進【地域脱炭素関連補助施策

をまとめたハンドブックを作成】 【環境金融に関する大学講義】

【事業者向けセミナー】 【地域脱炭素マッチング会】



地域課題に対応可能な地方支分部局の主な専門的知見、ノウハウ等一覧

【第３期北海道創生総合戦略 基本戦略１】 一人ひとりの希望をかなえる社会をつくる

No. 地域課題 主な専門的知見・ノウハウ等 対応支分部局

１ 人材確保・育成
・定着

・地域企業に対して人材確保・育成・定着の取組を支援

・地域課題の解決と活性化を担う人材育成の取組
・観光地域づくりなどに向けた人材育成の取組

経済産業局

開発局

２ 女性活躍推進 ・女性活躍推進法に関する各種施策関係 労働局

No. 地域課題 専門的知見・ノウハウ等 対応支分部局

３ 移住・定住 ・二地域居住、空き家対策等に関すること

・地域との交流による来訪や地域運営への参画等の関係人口化を
通して反復継続した来訪を創出する取組を支援

開発局

運輸局

４ 外国人材 ・外国人の雇用に関する各種施策関係 労働局

【第３期北海道創生総合戦略 基本戦略２】 地域の魅力を高め、地域への人の流れをつくる

１

（地方創生タスクフォース会議による市町村支援）



地域課題に対応可能な地方支分部局の主な専門的知見、ノウハウ等一覧

【第３期北海道創生総合戦略 基本戦略３】 安心して暮らせる豊かな地域をつくる

No. 地域課題 主な専門的知見・ノウハウ等 対応支分部局

５ 防災・減災 ・中小企業のＢＣＰ（事業継続計画）の普及、策定支援

・災害時における自治体支援

経済産業局

開発局

６ まちづくり ・商店街・中心市街地活性化に向けた支援

・まちづくり、地域づくり、地域活性化方策に関すること
・整備された公共施設の有効活用等

経済産業局

開発局

７ 地域交通・物流 ・共同輸配送の促進など物流効率化に向けた普及啓発等

・バス、タクシー、日本版ライドシェア、公共ライドシェア等に
係る制度・事例の情報提供、市町村と交通事業者の橋渡し

農政事務所
経済産業局
開発局 運輸局

運輸局

８ インフラ整備 ・産業用地情報の発信（METI土地ナビ）、産業用地整備支援策の紹介

・ＳＳ過疎地対策セミナー等燃料供給網の維持に関すること

・技術支援に関すること
・河川、道路、港湾、農業農村、漁港漁場等の基盤整備

経済産業局

開発局

９ 情報通信・
地域社会ＤＸ

・地域情報化アドバイザー派遣制度を通じた地域への
ＩＣＴ利活用に関する助言等

・地域のＩＣＴ環境整備とその活用による地域課題解決の支援
（計画策定支援、実証事業、補助事業）

総合通信局

（地方創生タスクフォース会議による市町村支援）

２



地域課題に対応可能な地方支分部局の主な専門的知見、ノウハウ等一覧

【第３期北海道創生総合戦略 基本戦略４】 潜在力を活かした産業・雇用をつくる

No. 地域課題 主な専門的知見・ノウハウ等 対応支分部局

10 農業・食品産業 ・農業生産基盤の強化、スマート農業技術の活用推進
・地域資源を活用した再生可能エネルギー・バイオマス活用推進
・みどりの食料システム戦略に基づく環境負荷低減の取組推進
・農林水産物・食品の輸出促進
・地理的表示（ＧＩ）保護制度の活用推進
・６次産業化の推進、農業の担い手育成・人材確保

・農業農村の基盤整備【No. 8再掲】

農政事務所

開発局

11 森林・林業 ・森林・林業の基礎知識及び技術の習得支援
・森林環境教育の実施に関する支援
・国有林と連携した森林施業の集約化、路網・土場の相互利用、
木材の共同販売・協調出荷等に向けた技術的支援及び協定締結

森林管理局

12 水産業 ・漁港漁場の基盤整備【No. 8再掲】 開発局

13 産業振興 ・中小企業等の振興、育成、新たな事業創出、海外展開に対する支援
・中小企業等の研究開発及び生産性向上や競争力の強化に資する支援
・中小企業等の経営改善・事業再生の促進、経営力強化、
事業承継・アトツギの支援

・地域経済牽引事業に対する支援、創業支援
・知的財産の活用支援
・取引適正化、価格交渉・価格転嫁対策の推進

経済産業局

14 鳥獣対策 ・ヒグマ緊急銃猟の課題解決の支援 環境事務所 ３

（地方創生タスクフォース会議による市町村支援）



地域課題に対応可能な地方支分部局の主な専門的知見、ノウハウ等一覧

【第３期北海道創生総合戦略 基本戦略４】 潜在力を活かした産業・雇用をつくる

No. 地域課題 主な専門的知見・ノウハウ等 対応支分部局

15 観光 ・知的財産を活かした観光ブランド形成

・観光地域づくりなどに向けた人材育成の取組【No. 1再掲】
・北海道での外国人ドライブ観光への支援
・インフラツーリズムの取組

・観光地づくり法人（ＤＭＯ）の体制づくり
・地域資源を活かしたコンテンツの造成

・アドベンチャートラベル（ＡＴ）の場としての国立公園の
プロモーション

経済産業局

開発局

開発局

運輸局

環境事務所

16 ＧＸ推進 ・ＧＸ産業立地の推進、ＧＸプロジェクトの発掘・支援
・省エネの推進、再生可能エネルギーの導入促進
・水素等次世代エネルギーの利活用
・サーキュラーエコノミー・Ｊ－クレジット活用

・洋上風力発電の推進

・地方公共団体実行計画の策定支援
・地域脱炭素推進に活用できる支援メニューの紹介
・脱炭素事業による地域課題解決の支援

経済産業局

開発局

環境事務所

17 雇用労政 ・地域企業に対して人材確保・育成・定着の取組を支援【No. 1再掲】

・企業等における人材確保支援、地域住民に対する就職支援

経済産業局

労働局 ４

（地方創生タスクフォース会議による市町村支援）



地域課題に対応可能な地方支分部局の主な専門的知見、ノウハウ等一覧

【その他（北海道創生総合戦略の基本戦略に関連しない項目）】

No. 地域課題 主な専門的知見・ノウハウ等 対応支分部局

18 環境保全 ・環境パートナーシップの形成支援
・地域環境共生圏の形成支援
・地域気候変動適応計画の策定

環境事務所

19 自治体運営 ・財務運営、公共施設等マネジメント、国有財産活用に
関すること

・地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）の活用による情報支援

財務局

経済産業局

５

（地方創生タスクフォース会議による市町村支援）


